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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持基板の上に絶縁層を介して活性層を重ねた半導体結晶をエッチングすることにより
形成され、センサ素子と外部に接続される電極パッドとを接続する配線を備える半導体力
学量センサであって、
　前記配線の途中に、該配線の本体部に比べて大きな幅を有し、前記支持基板に前記絶縁
層を介して固定される拡幅部を設け、
　該拡幅部を前記配線上で所定長ごとに設置すると共に、
　前記所定長は、前記配線の前記支持基板側への張り付き力が前記配線の張り付き方向に
おけるバネ反力よりも小さくなる長さに設定されていることを特徴とする半導体力学量セ
ンサ。
【請求項２】
　前記配線の非直線部分についての前記所定長は、該配線の直線部分についての前記所定
長よりも短い長さに設定されていることを特徴とする請求項１記載の半導体力学量センサ
。
【請求項３】
　前記本体部は、その下方の前記絶縁層がエッチングにより除去されることにより前記支
持基板から浮くと共に、
　前記拡幅部は、その下方の前記絶縁層がエッチングによっても残存することにより前記
支持基板に該絶縁層を介して固定されることを特徴とする請求項１記載の半導体力学量セ
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ンサ。
【請求項４】
　前記本体部は、前記センサ素子の可動電極の太さと同程度の太さを有することを特徴と
する請求項１記載の半導体力学量センサ。
【請求項５】
　前記拡幅部は、方形状に形成されていることを特徴とする請求項１記載の半導体力学量
センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体力学量センサに係り、特に、支持基板の上に絶縁層を介して活性層を
重ねた半導体結晶をエッチングすることにより形成され、センサ素子と外部に接続される
電極パッドとを接続する配線を備える半導体力学量センサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、変位可能な可動部等からなるセンサ素子を備える半導体力学量センサが知ら
れている（例えば、特許文献１参照）。かかる半導体力学量センサにおいては、可動部の
変位量を電気的に検出する或いは可動部を強制的に振動させる等のために電極が設けられ
ている。これらの電極は、ワイヤ等により外部に接続される電極パッドに接続されており
、電極パッドから外部電気回路へ向けてセンサ信号を出力し或いは外部電気回路から供給
される信号を電極パッドを介して入力する。
【０００３】
　上記した構成においては、センサ素子としての電極と電極パッドとを繋ぐためにその間
に配線が介在する。この配線は、電極と同様に、支持基板の上に絶縁層を介して活性層を
重ねた半導体結晶をエッチングすることにより形成されるが、上記従来の半導体力学量セ
ンサにおいては、この電極と電極パッドとを繋ぐ配線が、その下方に絶縁層が残存した状
態で支持基板に固定される。
【特許文献１】特開２０００－１９３４６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、上記の如くエッチング処理が施されても配線下方の絶縁層が残るようにする
ためには、その配線の太さを比較的太くすることが必要である。しかしながら、配線が太
くなると、その分、配線の専有スペースが広がり、センサ自体の小型化を図ることが困難
となる。一方、エッチング処理によって配線下方の絶縁層がすべて除去される程度に配線
太さを細くすることとすれば、配線の専有スペースが縮小され、センサの小型化を図るこ
とは可能となるが、この場合には、配線の下方に絶縁層が存在しなくなるために配線が支
持基板から浮いた状態となり、その撓み変形や変位に起因して支持基板に接触する事態が
生じ得る。配線が支持基板に直接に接触すると、適切にセンサ信号を取り出したり或いは
可動部を振動させることは不可能となる。
【０００５】
　本発明は、上述の点に鑑みてなされたものであり、配線の専有スペースをできるだけ縮
小しつつ、配線の支持基板への接触を抑制することが可能な半導体力学量センサを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的は、支持基板の上に絶縁層を介して活性層を重ねた半導体結晶をエッチング
することにより形成され、センサ素子と外部に接続される電極パッドとを接続する配線を
備える半導体力学量センサであって、前記配線の途中に、該配線の本体部に比べて大きな
幅を有し、前記支持基板に前記絶縁層を介して固定される拡幅部を設け、該拡幅部を前記



(3) JP 4367111 B2 2009.11.18

10

20

30

40

50

配線上で所定長ごとに設置すると共に、前記所定長は、前記配線の前記支持基板側への張
り付き力が前記配線の張り付き方向におけるバネ反力よりも小さくなる長さに設定されて
いる半導体力学量センサにより達成される。

【０００７】
　請求項１記載の発明において、センサ素子と電極パッドとを繋ぐ配線の一部には、他の
部位に比べて幅の大きい拡幅部が設けられている。かかる構成においては、配線部分が絶
縁層のエッチング除去によって支持基板から浮いた状態になるようにその太さを細く形成
することとしても、拡幅部の下方の絶縁層がエッチングによって除去されずに残存するこ
とが可能である。この場合、配線は、拡幅部で絶縁層を介して支持基板に固定されつつ、
他の部位で支持基板から浮いた状態となる。従って、配線の太さを細くすることによって
配線の専有スペースを縮小することができると共に、拡幅部の存在によって配線の支持基
板への接触を抑制することできる。
【０００８】
　また、本発明において、拡幅部は、配線上で所定長ごとに設置されているので、配線の
うち比較的幅の小さい本体部の支持基板への接触を確実に防止することができる。
　この場合、上記した半導体力学量センサにおいて、前記本体部は、その下方の前記絶縁
層がエッチングにより除去されることにより前記支持基板から浮くと共に、前記拡幅部は
、その下方の前記絶縁層がエッチングによっても残存することにより前記支持基板に該絶
縁層を介して固定されることとすればよい。
【００１０】
　この場合、上記した半導体力学量センサにおいて、前記所定長は、前記配線の前記支持
基板側への張り付き力が前記配線の張り付き方向におけるバネ反力よりも小さくなる長さ
に設定されていることとすればよい。
　また、上記した半導体力学量センサにおいて、前記配線の非直線部分についての前記所
定長は、該配線の直線部分についての前記所定長よりも短い長さに設定されていることと
すればよい。
　また、上記した半導体力学量センサにおいて、前記本体部は、前記センサ素子の可動電
極の太さと同程度の太さを有することとすればよい。
　更に、上記した半導体力学量センサにおいて、前記拡幅部は、方形状に形成されている
こととすればよい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、配線を支持基板から浮く程度に細くすることによって配線の専有スペ
ースを縮小しつつ、拡幅部の存在によって配線の支持基板への接触を抑制することできる
。
【００１２】
　また、本発明によれば、配線のうち比較的幅の小さい本体部の支持基板への接触を確実
に防止することができる。

【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　図１は、本発明の一実施例である半導体力学量センサ１０の全体平面図を示す。本実施
例の半導体力学量センサ１０は、例えば車両等に搭載されており、車両の重心軸回りに生
ずる角速度を検出するための半導体センサである。
【００１４】
　本実施例において、半導体力学量センサ１０は、センサ素子１２を備えている。センサ
素子１２は、シリコンからなる略方形状の支持基板と、支持基板上に形成された所定厚さ
を有するシリコン酸化膜からなる絶縁層（犠牲層）と、絶縁層上に形成されたシリコンか
らなる活性層と、を積層したシリコン半導体結晶の表面に微細加工によるエッチングを施
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すことにより形成される。センサ素子１２は、所定質量を有するシリコンからなる振動子
１４を備えている。振動子１４は、その下方の絶縁層がエッチング（犠牲層エッチング）
により除去されることにより支持基板から浮いた状態にあると共に、支持基板に固定され
たアンカ１６に梁１８，２０を介して連結されており、支持基板に支持されている。梁１
８は、アンカ１６に対する振動子１４の図中Ｘ軸方向への変位を許容する梁である。また
、梁２０は、アンカ１６に対する振動子１４の図中Ｙ軸方向への変位を許容する梁である
。従って、振動子１４は、支持基板に対してＸ軸方向及びＹ軸方向の双方に振動可能に構
成されている。
【００１５】
　センサ素子１２は、また、それぞれ複数の電極指を有する櫛歯状に形成された、駆動電
極部２２、駆動モニタ電極部２４、検出電極部２６、離調調整電極部２８、及び検出方向
駆動電極部３０を備えている。これらの電極部２２～３０はそれぞれ、振動子１４と一体
に設けられた可動電極と、支持基板上に固定された固定電極と、を有している。各電極部
２２～３０において、可動電極と固定電極とは、常態で所定の隙間を空けて対向するよう
に配置されている。
【００１６】
　駆動電極部２２は、固定電極への励磁電圧の印加によって固定電極と可動電極との間に
静電引力を作用させることにより振動子１４を支持基板に対してＸ軸方向に振動駆動させ
るための電極を構成している。駆動モニタ電極部２４は、振動子１４のＸ軸方向の変位に
伴う固定電極と可動電極との間の静電容量の変化を検出することにより振動子１４の支持
基板に対するＸ軸方向への駆動をモニタするための電極を構成している。検出電極部２６
は、振動子１４のＹ軸方向の変位に伴う固定電極と可動電極との間の静電容量の変化を検
出することにより振動子１４の支持基板に対するＹ軸方向の振動変位を検出するための電
極を構成している。以下、適宜、Ｘ軸方向を振動子１４の駆動方向と、Ｙ軸方向を振動子
１４の検出方向と、それぞれ称す。
【００１７】
　また、離調調整電極部２８は、固定電極への直流バイアス電圧の印加によって固定電極
と可動電極との間に静電引力を作用させることにより振動子１４の検出方向への検出振動
の共振周波数を変更し、検出振動のゲイン（実効検出振動Ｑ値）を変更するための電極を
構成している。尚、離調調整とは、振動子１４の検出振動の共振周波数と駆動方向の共振
周波数との差を調整することをいう。検出方向駆動電極部３０は、固定電極への励磁電圧
の印加によって固定電極と可動電極との間に静電引力を作用させることにより振動子１４
を支持基板に対してＹ軸方向（検出方向）に駆動させるための電極を構成している。
【００１８】
　各電極部２２～３０の固定電極には、配線３２を介して、絶縁層上に形成されたベース
部３４が接続されている。各ベース部３４の上面には、アルミニウム等の導電金属からな
る外部に電位を取り出す或いは外部から電位を取り入れるための方形状の電極パッド３６
が配設されている。電極パッド３６の上面には、アルミニウム等からなる接続導線（ワイ
ヤ）が接合されている。
【００１９】
　また、本実施例において、センサ素子１２の上面には、振動子１４、梁１８，２０、各
種電極部２２～３０、配線３２、及び電極パッド３６を覆うように方形状のガラス蓋が固
着されている。かかる構造において、振動子１４は、支持基板、絶縁層、及び活性層とガ
ラス蓋とにより密閉される空間内で振動可能に構成されている。
【００２０】
　次に、本実施例の半導体力学量センサ１０の製造方法を工程順に説明する。
【００２１】
　まず、シリコンからなる支持基板と、その上面に数μｍの厚さのシリコン酸化膜である
絶縁層と、数十μｍの厚さのシリコンからなる活性層と、を積層してなるＳＯＩ（Silico
n On Insulator）ウエハの上面全体にシリコン酸化膜を形成する（第１工程）。次に、Ｓ
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ＯＩウエハ上のシリコン酸化膜のパターンニングを行い、振動子１４、電極部２２～３０
、ベース部３４配線３２、及び梁１８，２０に相当する部分とこの部分に僅かな幅を加え
た部分とを形成する（第２工程）。そして、活性層をＲＩＥ（反応性イオンエッチング）
等でエッチングして、後に振動子１４となる部分に貫通孔を形成すると共に、絶縁層上に
ベース部３４、電極部２２～３０の固定電極、及び枠体を形成し、振動子１４、電極部２
２～３０の可動電極、配線３２、及び梁１８，２０に相当する部分を残す（第３工程）。
【００２２】
　次に、酸化シリコンを溶解する一方でシリコンを溶解しないフッ酸水溶液（エッチング
液）で満たされた槽内にウエハを浸漬し、振動子１４、電極部２２～３０の可動電極、配
線３２、及び梁１８，２０と支持基板とに挟まされる絶縁層を等方性エッチングで除去し
、振動子１４、電極部２２～３０の可動電極、配線３２、及び梁１８，２０を形成する（
第４工程）。そして、アルミ膜を電極パッド３６に相当する部分にスパッタリング法等に
より形成し、電極パッド３６を形成する（第５工程）。次に、電極パッド３６の上面にア
ルミニウムからなる接続導線（ワイヤ）Ｗを超音波ワイヤボンディング法等により接合し
、これらの接続導線を電気回路（図示せず）の端子に接続する（第７工程）。そして、最
後に、真空中において上述したガラス蓋（図示せず）を枠体上面に陽極接合等により固着
する（第８工程）。
【００２３】
　次に、本実施例の半導体力学量センサ１０のセンサとしての動作について説明する。本
実施例において、電気回路は、振動子１４をその固有振動数でＸ軸方向に一定振幅で振動
させるべく、互いに逆相の駆動用信号を駆動電極部２２の固定電極に電極パッド３６を介
して供給する。また、振動子１４のＹ軸方向の振動を検出すべく、互いに逆相の検出用信
号を検出方向駆動電極３０の固定電極に電極パッド３６を介して供給する。
【００２４】
　駆動電極部２２の固定電極に上記の如き駆動用信号が供給されると、駆動電極部２２の
固定電極と可動電極との間に静電引力が発生することにより、振動子１４が固有振動数で
Ｘ軸方向に一定振幅で振動する。かかる振動子１４の励振状態においてＸ軸に直交しかつ
Ｙ軸にも直交するＺ軸（図１において紙面を貫く方向）回りの角速度が発生すると、振動
子１４に、Ｘ軸方向の振動速度Ｖｘ、質量ｍ、及び角速度Ωｚに応じたＹ軸方向（検出方
向）へのコリオリ力Ｆｃ＝２ｍ・Ｖｘ・Ωｚが作用する。かかるコリオリ力が作用すると
、振動子１４はＹ軸方向へ変位し、角速度Ωｚの大きさに比例した振幅でかつＸ軸方向へ
駆動振動の周波数に応じた周期で振動振幅する。
【００２５】
　振動子１４がＹ軸方向において振動すると、検出電極部２６の可動電極と固定電極との
隙間がコリオリ力の大きさの分だけ変化する。また、振動子１４に一体に形成された２つ
の検出電極部２６の可動電極が互いにＹ軸方向において同一方向に振動するため、一方の
可動電極と固定電極との間の静電容量と、他方の可動電極と固定電極との間の静電容量と
が互いに逆方向に変化する。これらの静電容量変化を表す信号は、２つの検出電極部２６
の電極パッド３６を介して電気回路に入力される。電気回路は、入力された静電容量信号
に基づいて上記したＺ軸回りの角速度を検出する。
【００２６】
　ところで、本実施例の半導体力学量センサ１０においては、センサ素子１２の各固定電
極と、その電極を外部電気回路に接続させるための電極パッド３６との間に、両者を繋ぐ
配線３２が介在するが、これらの配線３２は、各電極と同様に、支持基板の上に絶縁層を
介して活性層を重ねたシリコン半導体結晶にエッチングを施すことにより形成されるもの
である。
【００２７】
　しかしながら、配線３２の下方の絶縁層をエッチング処理を施しても残存させることに
よって、配線３２全体を絶縁層を介して支持基板に固定しようとすると、その配線３２の
太さを、エッチング処理によってその下方の絶縁層が除去される可動電極の太さよりも太
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くすることが必要となるので、その分、配線３２の専有スペースが増大し、センサ１０自
体の小型化を図ることが困難となる。一方、上記の不都合を回避すべく、エッチング処理
によって配線下方の絶縁層がすべて除去される程度に配線３２の太さを可動電極と同程度
に細くすることとすると、配線３２の専有スペースの縮小を図ることはできる一方で、配
線下方の絶縁層がエッチング処理により除去されるために配線３２が支持基板から浮いた
状態となり、その撓み変形や変位に起因して配線３２と支持基板とが接触（リーク）する
事態が生じ、その結果として、電極からのセンサ信号の取り出しや電極への駆動信号の供
給を適切に行うことが不可能となってしまう。
【００２８】
　そこで、本実施例の半導体力学量センサ１０は、上記した不都合を回避すべき構造を有
している。以下、図２乃至図６を参照して、本実施例の特徴部について説明する。
【００２９】
　図２は、本実施例の半導体力学量センサ１０の要部平面図を示す。図３は、図２に示す
半導体力学量センサ１０を切断した際の断面図を示す。また、図４は、本実施例の特徴的
な構造である配線拡幅部の製造方法を工程順に並べた図を示す。尚、図３（Ａ）には直線
III－IIIで切断した際の断面図を、図３（Ｂ）には直線IV－IVで切断した際の断面図を、
それぞれ示している。
【００３０】
　図２に示す如く、本実施例の半導体力学量センサ１０において、センサ素子１２の各固
定電極と電極パッド３６とを繋ぐ配線３２は、配線本体３２ａと、該配線本体３２ａより
も幅の大きい（太さの太い）方形状の配線拡幅部（アンカ）３２ｂと、により構成されて
いる。すなわち、配線３２の途中には、配線本体３２ａに比べて幅の大きい配線拡幅部３
２ｂが設けられている。配線本体３２ａは、センサ素子１２の各可動電極の太さと同程度
の太さを有しており、その下方の絶縁層４２が等方性エッチングにより除去されることに
より図３（Ａ）に示す如く支持基板４０から浮いた状態となる。一方、配線拡幅部（アン
カ）３２ｂは、センサ素子１２の各可動電極の太さよりも幅の大きい太さを有しており、
その下方の絶縁層４２が等方性エッチングによっても一部残存することにより図３（Ｂ）
に示す如く絶縁層４２を介して支持基板４０に固定された状態となる。
【００３１】
　すなわち、かかるセンサ素子１２においては、配線３２の製造段階における半導体結晶
上へのパターンニングを配線本体３２ａ部分と配線拡幅部３２ｂ部分とが区別されるよう
に、具体的には、配線本体３２ａ部分が比較的細くなり、一方、配線拡幅部３２ｂ部分が
比較的太くなるように行うこと（図４（Ａ））とすれば、配線拡幅部３２ｂの幅（太さ）
が配線本体３２ａのものよりも大きくなる（図４（Ｂ））ため、その後、溶液による等方
性エッチングが施されると、配線本体３２ａの下方の絶縁層４２の除去によって配線本体
３２ａは支持基板４０から浮く一方、配線拡幅部３２ｂの下方の絶縁層４２の一部残存に
よって配線拡幅部３２ｂはその絶縁層４２を介して支持基板４０に固定されることとなる
（図４（Ｃ））。
【００３２】
　このような半導体力学量センサ１０の構造においては、配線本体３２ａが支持基板４０
から浮く程度にその太さを細くすることができるので、配線本体３２ａ自体が絶縁層４２
を介して支持基板４０に固定される場合よりも、配線３２の専有スペースを縮小すること
が可能となる。また、このように配線本体３２ａが支持基板４０から浮くと、その配線本
体３２ａが支持基板４０に接触する可能性が生じ得るが、本実施例の構造においては、配
線３２がその途中の配線拡幅部３２ｂにおいて絶縁層４２を介して支持基板４０に固定さ
れるので、支持基板４０から浮く配線本体３２ａを含む配線３２の支持基板４０への接触
を抑制することが可能となる。
【００３３】
　尚、配線拡幅部３２ｂ間の配線３２の長さ（配線長）Ｌが大きくなるほど、その支持基
板から浮く配線本体３２ａの支持基板側への撓みが生じ易くなり、配線本体３２ａが支持
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基板に接触し易くなる。この点、配線３２の支持基板４０への接触を確実に防止するため
には、配線拡幅部３２ｂ間の配線３２の長さ（配線長）Ｌを適当に設定する必要があり、
どのくらいの配線長Ｌごとに配線拡幅部３２ｂを設けるのかを把握する必要がある。以下
、配線拡幅部３２間の配線長Ｌの最適値について説明する。但し、この最適値は半導体結
晶を構成する活性層の材質や配線３２の形状等により異なるものとなるが、以下では、活
性層をシリコンから構成した場合について説明する。
【００３４】
　図５は、配線３２及びその下方の寸法を表した図を示す。また、図６は、配線拡幅部３
２ｂ間の配線長Ｌについての解析結果を表した図を示す。配線３２の配線本体３２ａが支
持基板４０へ接触しないためには、配線本体３２ａが支持基板４０側へ変形・変位しよう
とする際の力として作用する張り付き力（スティッキング力）Ｆｓが、配線拡幅部３２ｂ
間の配線本体３２ａの剛性を示す配線３２の張り付き方向におけるバネ反力Ｆｋよりも小
さければよい。すなわち、Ｆｓ／Ｆｋ＜１が成立すればよい。
【００３５】
　上記したスティッキング力Ｆｓは、等方性エッチング後に活性層である配線本体３２ａ
と支持基板４０との間に溜まる液体の表面に作用する圧力ＰＬと、配線拡幅部３２ｂ間の
配線本体３２ａの面積Ａ（＝Ｌ×Ｗ；Ｌは上記した配線長であり、Ｗは配線本体３２ａの
幅（太さ）である。）との積で表すことができる。そして、上記した圧力ＰＬは、液体の
表面張力γと、配線本体３２ａと液体との接触角θと、活性層下面と支持基板４０との対
向距離すなわち絶縁層４２の厚さｄと、により次式（１）の如く表すことができる。
【００３６】
　ＰＬ＝２×γ×ｃｏｓθ／ｄ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
　また、上記したバネ反力Ｆｋは、配線拡幅部３２ｂ間における配線３２のバネ定数ｋと
絶縁層４２の厚さｄとの積で表すことができる。そして、このバネ定数ｋは、配線本体３
２ａの幅Ｗと上下方向の厚さ（活性層厚）Ｔと配線長Ｌとにより次式（２）の如く表すこ
とができる。
【００３７】
　ｋ＝Ｗ×Ｔ3／Ｌ3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
　従って、次式（３）に示す関係が満たされれば、配線本体３２ａの支持基板４０への接
触を確実に防止できる。
【００３８】
【数１】

 
【００３９】
　ここで、γ＝２０×１０-3［Ｎ／ｍ］と、ｃｏｓθ＝０．５とそれぞれ仮定し、また、
絶縁層４２の厚さ（対向距離）ｄを４［μｍ］と、活性層厚Ｔを４０［μｍ］と固定した
状況下において、配線長Ｌを５００［μｍ］、１５００［μｍ］、２０００［μｍ］、及



(8) JP 4367111 B2 2009.11.18

10

20

30

40

50

び２５００［μｍ］とそれぞれに変化させると、バネ定数ｋは配線長Ｌの３乗に反比例す
るので、上記したスティッキング力Ｆｓ及びバネ反力Ｆｋが図６に示す如く変化する。そ
して、この解析において、スティッキング力Ｆｓとバネ反力ＦｋとがＦｓ／Ｆｋ＜１の関
係を満たす配線長Ｌは、５００［μｍ］と１５００［μｍ］との２つとなる。
【００４０】
　従って、本実施例の半導体力学量センサ１０がかかる構造を有しているものとした場合
には、配線拡幅部３２ｂ間の配線長Ｌを最大で１５００μｍ程度に設定することとすれば
、すなわち、配線拡幅部３２ｂを最大１５００μｍごとに設置することとすれば、支持基
板４０から浮いた状態となる配線本体３２ａの支持基板４０への接触を確実に防止するこ
とが可能となる。尚、配線３２の直線部分については、配線拡幅部３２ｂ間の配線長Ｌを
上記した解析結果に従って設定することが有効であるが、配線３２のＬ字部分や曲線部分
等の非直線部については、配線長Ｌを直線部分についてのものよりも短く設定することが
適切である。
【００４１】
　このように、本実施例の半導体力学量センサ１０によれば、配線３２を比較的細い配線
本体３２ａと比較的太い配線拡幅部３２ｂとにより構成し、配線拡幅部３２ｂ間の配線長
Ｌを最適値に設定することで、配線３２の専有スペースをできるだけ縮小しつつ、配線３
２の支持基板４０への接触を確実に防止することができる。このため、本実施例において
は、半導体力学量センサ１０の小型化を図りつつ、その機能を適切に確保することが可能
となる。
【００４２】
　尚、上記の実施例においては、配線拡幅部３２ｂが特許請求の範囲に記載した「拡幅部
」に、配線本体３２ａが特許請求の範囲に記載した「他の部位」に、それぞれ相当してい
る。
【００４３】
　ところで、上記の実施例においては、半導体力学量センサ１０としてＺ軸回りの角速度
を検出するための半導体センサを用いることとしているが、本発明はこれに限定されるも
のではなく、加速度や減速度等の力学量を検出する半導体センサに適用することも可能で
ある。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】本発明の一実施例である半導体力学量センサの全体平面図である。
【図２】本実施例の半導体力学量センサの要部平面図である。
【図３】図２に示す半導体力学量センサを切断した際の断面図である。
【図４】本実施例の半導体力学量センサの有する配線拡幅部の製造方法を工程順に並べた
図である。
【図５】半導体力学量センサの有する配線及びその周辺の寸法を表した図である。
【図６】半導体力学量センサにおける配線拡幅部間の距離についての解析結果を表した図
である。
【符号の説明】
【００４５】
　１０　半導体力学量センサ
　１２　センサ素子
　３２　配線
　３２ａ　配線本体
　３２ｂ　配線拡幅部
　３６　電極パッド
　４０　支持基板
　４２　絶縁層
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